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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 2,737 31.6 323 36.7 317 24.7 241 29.8

2025年３月期第１四半期 2,080 21.3 236 △11.4 254 △11.5 186 △68.8

（注）包括利益 2026年３月期第１四半期 229百万円（39.8％） 2025年３月期第１四半期 164百万円（△71.4％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 1.45 －

2025年３月期第１四半期 1.12 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 7,808 4,108 49.6

2025年３月期 7,340 3,870 50.4

（参考）自己資本 2026年３月期第１四半期 3,872百万円 2025年３月期 3,702百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年３月期 －

2026年３月期（予想） 0.00 － 0.00 0.00

１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年３月期における当社の状況及び経営方針について

当社は、「安全・安心にビットを運ぶ」という使命（ミッション）を実現するため、モバイル通信サービス及びモバ 

イルソリューションサービスを提供し、当社の特許技術であるデジタルID（FPoS）により本人性及び真正性を担保した 

通信基盤及び認証基盤を提供する事業（以下、「FPoS事業」という）を展開しています。FPoSは、金融庁から金融取引 

の安全性の確保や利便性の向上に資することが認められた技術です。当社は、モバイル通信サービスにおいて、2024年 

２月に株式会社NTTドコモ（以下、「ドコモ」という）とドコモの音声・SMS網との相互接続に合意し、当該接続による 

新サービスを2026年５月に開始する予定です。これにより、当社はネオキャリアとしての新たな事業展開が可能とな

り、2034年には1,000万回線の提供を想定しています。また、FPoS事業においては、技術的な安全性に加えて、電子署

名法の認定による制度的な信頼性についての評価が浸透してきたことから、等比級数的な成長が見込まれており、2034 

年には１億件の電子証明書の提供を想定しています。当社は、これらのサービス及び事業により、2034年において、国

内売上2,400億円、税引き後当期純利益360億円のレベルを想定しています。まずは、2026年５月に向けてドコモの音

声・SMS網との相互接続の準備を進め、同時に認知度を向上させるための施策を通して顧客基盤の拡大に努めるととも

に、FPoSの評価定着及び事例拡大に努めてまいります。
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①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期１Ｑ 165,923,739株 2025年３月期 165,923,739株

②  期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 29,504株 2025年３月期 15,004株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 165,907,833株 2025年３月期１Ｑ 164,994,235株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）　　　　　、除外  －社  （社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　当社は、2025年８月８日（金）に機関投資家、証券アナリスト、報道関係者向け決算説明会を開催する予定です。こ

の説明会の動画については、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。

日本通信㈱(9424) 2026年3月期 第1四半期決算短信



１．経営成績等の概況 ……………………………………………………………………………………………………… 2

（１）当四半期の経営成績の概況 ……………………………………………………………………………………… 2

（２）当四半期の財政状態の概況 ……………………………………………………………………………………… 3

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………… 4

２．四半期連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………………… 5

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………… 5

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………… 7

四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………… 7

四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………… 8

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………… 9

（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………… 10

（セグメント情報等の注記） ……………………………………………………………………………………… 10

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………… 10

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 10

（重要な後発事象） ………………………………………………………………………………………………… 11

○添付資料の目次

- 1 -

日本通信㈱(9424) 2026年3月期 第1四半期決算短信



１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

①  モバイル通信サービス（MVNO/MVNE事業）について

当社は、2020年６月の総務大臣裁定を受け、2020年７月に大手携帯電話事業者と同等の音声定額プランを提供す

る「日本通信SIM」を発売して以来、契約回線数及び四半期売上ともに成長を続けています。

当社は、「日本通信SIM」の成長を加速させるための認知度向上策として、前連結会計年度に当社として初めて

のテレビコマーシャル（「これ以上、引けない。290円」編）を実施し、インターネットでも同様の広告を展開し

ました。また、当社は、「日本通信SIM」の競争力を強化するため、2024年９月30日から「合理的みんなのプラ

ン」と「合理的30GBプラン」（現　合理的50GBプラン）の料金を据え置いたままでデータ容量を増量しました。こ

れらの施策により、「日本通信SIM」は比較サイト及びSNS等で取り上げられ、商品性及び価格競争力が高く評価さ

れています。なお、「日本通信SIM」の音声通話サービスは、業界最安値でありながら、MVNOの多くが採用してい

るプレフィックス方式ではなく、大手携帯電話事業者と同等の通話品質のサービスを提供しています。当社は、

「通信品質」「料金プラン」「手続き・サポート対応」を重視し、お客様の満足度を上げることに注力しており、

株式会社J.D. パワー ジャパンが実施した2024年携帯電話サービス顧客満足度調査MVNO部門において、総合満足度

第１位を受賞しました。

「日本通信SIM」の売上は、認知度の向上及び商品性の評価により、個人・法人ともに契約回線数が伸長してお

り、当社の成長を牽引しています。

また、当社は、2024年２月にドコモと同社の音声・SMS網との相互接続について合意しましたので、当該相互接

続に基づく新サービスを2026年５月（予定）に開始することを目指し、音声・SMS通信サービス用モバイルコアネ

ットワークの構築を進めています。なお、当社は、当社の音声通信サービスのコアシステムをプライベートクラウ

ド上で仮想化することで、サービスの柔軟性を高めるとともに構築コストを抑えることを計画しています。

さらに、当社は、2025年６月に、総務省から携帯電話番号（090他から始まる11桁の番号）の割当てを受けまし

た。MVNOが携帯電話番号の割当てを受けるのは、総務省情報通信審議会による2021年12月の方針決定及び2023年２

月の制度改正によるものであり、日本で初めてのことです。ドコモの音声・SMS網との相互接続には、携帯電話番

号の割当てを受ける必要がありますが、当社は、今回の携帯電話番号の割当てにより、当該相互接続の実現に向け

て着実に進捗しています。

②  モバイルソリューション（MSP事業）について

モバイルソリューション（MSP事業）のうちローカル携帯網による通信（ローカル4G/5G）事業は、先進的な事例

の多い米国で実績を作り、その経験を生かして日本で展開することを目指しており、当社米国子会社は、米国市場

で、ローカル携帯網との接続に使用するSIMを提供する事業を進めています。当社は、米国子会社を通じてローカ

ル携帯網による通信（ローカル4G/5G）事業に関する技術及びノウハウを蓄積し、これらを活用することで、日本

のパートナー企業や顧客企業が設置するローカル携帯網に接続することのできるSIMを提供しています。

また、モバイルソリューション（MSP事業）としては、閉域SIM間通信の提供、グローバルな決済セキュリティ基

準であるPCI DSSに完全準拠した安全な決済ソリューションの提供、IoT機器・防犯カメラ用の上り優先SIMの提供

などをしており、無線通信を使った様々なソリューションも引き続き提供しています。

なお、ドコモの音声・SMS網との相互接続による新サービスの提供には、これまで培ってきた米国でのSIM認証技

術及び認証基盤を活用していきます

③  FPoS事業について

社会・経済の多くの分野でデジタル・トランスフォーメーション（DX）が進められる中、デジタルIDの重要性が

あらためて認識されていますが、当社は、当社が特許を取得しており、金融庁から金融取引の安全性の確保や利便

性の向上に資することが認められた技術であるFPoSを利用してスマートフォンで利用できるデジタルIDを構築し提

供する事業を推進しています。FPoSによる認証は、ⅰ）お客様のマイナンバーカードのICチップに搭載されている

秘密鍵と電子証明書によって確実な身元確認を行ったうえで、ⅱ）電子署名法による認定を受けた電子認証局がお

客様のスマートフォン（iPhone及びAndroid）に内蔵されているハードウェア・セキュリティ・モジュール（HSM）

内で秘密鍵を生成するとともに電子証明書を発行し、ⅲ）電子証明書に記録されている公開鍵と秘密鍵との組み合

わせで、お客様の本人性（本人に間違いないこと）と真正性（本人の意思が改ざんされていないこと）を担保する

ものです。

すなわち、FPoSによる認証はマイナンバーカードをトラストアンカーとしており、マイナンバーカードと同等の

高度なセキュリティを備えています。マイナンバーカードは、行政手続きにおけるデジタルIDとして利用すること

ができますが、FPoSは、行政手続きを含む幅広い分野で、自治体や事業者にデジタルID・認証基盤として利用して

いただくことができます。

なお、スマートフォンのアプリでサービスを利用する場合、お客様のデータ（個人情報を含む）がなりすまし、
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または改ざんされるおそれがあるという問題がありますが、FPoSは、マイナンバーカードと同等の高度なセキュリ

ティを備えているため、なりすまし、または改ざんされるおそれはありません。また、お客様のデータ（個人情報

を含む）が連携される事業者をお客様自身で管理することが難しいという問題もありますが、FPoSは、お客様の個

人情報の提供先を一覧で表示し、お客様自身で個人情報の提供を許諾しまたは許諾を取り消すことができる機能

（「ダイナミック・オプトイン」）を搭載しており、お客様のデータ（個人情報を含む）が連携されている事業者

をお客様が確認し管理することが容易です。

当社は、このようなFPoSの可能性を実証するため、前橋市並びに民間企業及び大学による官民連携会社であるめ

ぶくグラウンド株式会社に協力しており、めぶくグラウンド株式会社は、2022年10月から、FPoSの技術を利用した

デジタルIDである「めぶくID」を発行する「めぶくアプリ」を運営しています。

当社は、2024年５月に、FPoSの中核機能である、身元確認、当人認証、データ連携の機能を部品化した「FPoSラ

イブラリ」をリリースしました（2024年５月24日付当社公表資料をご参照ください）。また、2024年10月には、

FPoSによる「my電子証明書」において、マイナンバーカードに記載された基本４情報（氏名、住所、生年月日及び

性別）に変更があった場合に本人の同意を得て変更後の情報を取得する業務実施方法について、電子署名法に基づ

く認定を受けました（2024年10月７日及び８日付当社公表資料をご参照ください）。当社は、これらを受け、2025

年２月、当社子会社であるmy FinTech株式会社、及びめぶくグラウンド株式会社等との提携により、スマートフォ

ンアプリの開発用ソフトウエアモジュールとして「デジタル認証モジュール」の提供を開始いたしました（2025年

２月14日付当社公表資料をご参照ください）。スマートフォン用アプリを使ってサービスを提供する事業者の方

は、「デジタル認証モジュール」を自社のアプリに組み込むことで、当該アプリに、めぶくIDと同じレベルの身元

確認、当人認証、データ連携の機能を搭載することができ、併せて、マイナンバーカードに記載された基本４情報

に基づくデジタルIDを利用することができるようになります。これにより、スマートフォンでインターネットを利

用する場合の「安全性」及び「データ連携の困難さ」という２つの課題を解決することができます。

また、2025年７月には、ウェルネット株式会社が提供するスマートフォン決済アプリに「FPoSライブラリ」が組

み込まれ、電子証明書を用いた安心安全な決済の提供が開始されました（2025年７月23日付当社公表資料をご参照

ください）。この決済アプリでは、利用者がアカウントを作成する際に、「FPoSライブラリ」を利用してマイナン

バーカードを用いた本人確認に係る電子証明書を発行し、従来のID・パスワードによる認証の代わりに、スマート

フォン内に生成された秘密鍵と電子証明書を用いて当人認証を行います。秘密鍵はスマートフォンに内蔵されてい

るハードウェア・セキュリティ・モジュール（HSM）内で管理され、第三者によるスマートフォン内の秘密鍵取得

が不可能となるため、なりすましや中間者攻撃による不正ログイン並びにデータ改ざんの問題を抜本的に解決する

ことができます。

以上のことから、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は2,737百万円となり、前年同四半期に比

べ657百万円（31.6％増）の増収となりました。これは、「日本通信SIM」を主とした音声定額・準定額サービスの

成長によるものです。売上原価は1,616百万円となり、前年同四半期に比べ441百万円の増加（37.5％増）となりま

した。これは、主に「日本通信SIM」の成長に伴う携帯網の調達コストの増加によるものです。なお、当社がドコ

モから調達する携帯網は、データ通信及び音声通話のいずれも、能率的な経営の下における適正な原価に適正な利

潤を加えた額を超えない額で設定するものとされているため、加入者が増加しても一定の粗利率をあげることがで

きるようになっています。売上総利益は1,121百万円となり、前年同四半期に比べ215百万円の増加（23.9％増）と

なりました。

販売費及び一般管理費は797百万円（前年同四半期は668百万円）、営業利益は323百万円（前年同四半期は236百

万円）、経常利益は317百万円（前年同四半期は254百万円）となりました。

これにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は241百万円（前年同四半期は186百万円）となりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

①　資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は5,556百万円となり、前連結会計年度末に比べ49百万円増加し

ました。固定資産は2,224百万円となり、前連結会計年度末に比べ418百万円増加しました。これは主に有形固定資

産が189百万円、無形固定資産が227百万円増加したことによるものです。繰延資産は26百万円となり、前連結会計

年度末に比べ1百万円減少しました。

この結果、総資産は7,808百万円となり、前連結会計年度末に比べ467百万円増加しました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は1,909百万円となり、前連結会計年度末に比べ236百万円増加し

ました。これは主に未払金が267百万円増加した一方、預り金が34百万円減少したことによるものです。固定負債
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は1,789百万円となり、前連結会計年度末に比べ7百万円減少しました。

この結果、負債は3,699百万円となり、前連結会計年度末に比べ229百万円増加しました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は4,108百万円となり、前連結会計年度末に比べ238百万円増加しま

した。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益241百万円を計上したことによるものです。

この結果、自己資本比率は49.6％（前連結会計年度末は50.4％）となりました。

②　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の期末残高は4,260百万円となり、前連結会計年度末に

比べ39百万円減少しました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは330百万円の収入（前年同四半期は152百万円の収入）となりました。これ

は主に税金等調整前四半期純利益281百万円を計上したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは365百万円の支出（前年同四半期は173百万円の支出）となりました。これ

は主に有形固定資産の取得による支出147百万円、無形固定資産の取得による支出149百万円、長期前払費用の取得

による支出43百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは3百万円の支出（前年同四半期は3百万円の支出）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社は、ドコモの音声・SMS網との相互接続により、データ通信、音声通話及びSMSという携帯電話による通信サ

ービスの全てを相互接続により提供するネオキャリアを日本で初めて実現させるために取り組んでおり、2026年５

月24日にネオキャリアとしての新サービスの開始を目指しています。同時に、当社は、当社の特許技術であるデジ

タルID（FPoS）により本人性及び真正性を担保した通信基盤及び認証基盤を提供する事業を展開しており、対面及

びインターネットのいずれにおいても、安全・安心にデータを運ぶ機能を、金融、決済、交通、地方自治、医療、

その他様々な分野に提供するために取り組んでいます。これらの２つの取組みにより、当社の売上及び利益は、中

長期的に大きく成長することを想定しています。2026年３月期においては、上記の２つの取組みの進捗と、これら

の取組みへの投資を支えるモバイル通信サービス（MVNO/MVNE事業）の成長が鍵となります。モバイル通信サービ

ス（MVNO/MVNE事業）においては、売上で20%強の成長率を見込んでおり、同事業の営業利益も売上成長率を越える

成長率を見込んでいます。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,300,365 4,260,400

売掛金 796,320 794,280

商品 49,284 37,029

未収入金 98,834 84,805

その他 269,813 388,807

貸倒引当金 △7,411 △8,497

流動資産合計 5,507,208 5,556,827

固定資産

有形固定資産

建物 138,091 138,079

減価償却累計額 △78,138 △79,028

建物（純額） 59,952 59,050

車両運搬具 27,110 27,110

減価償却累計額 △10,632 △12,004

車両運搬具（純額） 16,478 15,106

工具、器具及び備品 946,691 1,165,171

減価償却累計額 △748,928 △772,423

工具、器具及び備品（純額） 197,763 392,747

リース資産 342,537 342,537

減価償却累計額 △307,113 △310,162

リース資産（純額） 35,424 32,374

土地 59,918 59,918

有形固定資産合計 369,536 559,197

無形固定資産

商標権 4,289 4,141

ソフトウエア 370,733 490,604

ソフトウエア仮勘定 440,005 548,205

無形固定資産合計 815,028 1,042,951

投資その他の資産

投資有価証券 166,341 133,272

長期貸付金 300,000 300,000

敷金及び保証金 84,380 102,269

その他 70,344 86,729

投資その他の資産合計 621,066 622,271

固定資産合計 1,805,631 2,224,419

繰延資産

社債発行費 27,771 26,768

繰延資産合計 27,771 26,768

資産合計 7,340,611 7,808,015

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

- 5 -

日本通信㈱(9424) 2026年3月期 第1四半期決算短信



（単位：千円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 473,613 470,357

１年内償還予定の社債 286,000 286,000

未払金 181,435 448,565

未払法人税等 67,055 64,291

前受収益 105,240 100,433

預り金 341,948 307,067

その他 217,834 233,242

流動負債合計 1,673,128 1,909,958

固定負債

社債 1,714,000 1,714,000

長期未払金 9,404 9,917

長期前受収益 33,267 28,442

リース債務 40,250 36,790

固定負債合計 1,796,922 1,789,150

負債合計 3,470,050 3,699,108

純資産の部

株主資本

資本金 600,350 600,350

資本剰余金 288,636 216,929

利益剰余金 2,745,019 2,986,766

自己株式 △2,192 △2,192

株主資本合計 3,631,813 3,801,853

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 70,516 70,387

その他の包括利益累計額合計 70,516 70,387

新株予約権 116,215 116,215

非支配株主持分 52,015 120,449

純資産合計 3,870,560 4,108,906

負債純資産合計 7,340,611 7,808,015
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

売上高 2,080,694 2,737,936

売上原価 1,175,579 1,616,876

売上総利益 905,114 1,121,060

販売費及び一般管理費 668,553 797,756

営業利益 236,560 323,303

営業外収益

受取利息 － 673

持分法による投資利益 5,911 3,494

為替差益 12,500 －

雑収入 449 140

営業外収益合計 18,861 4,308

営業外費用

支払利息 522 410

社債利息 － 7,280

社債発行費償却 － 1,003

為替差損 － 1,011

雑損失 0 152

営業外費用合計 522 9,858

経常利益 254,899 317,753

特別利益

固定資産売却益 150 －

新株予約権戻入益 14 －

特別利益合計 164 －

特別損失

通信設備除却費用負担金 33,000 －

投資有価証券評価損 － 36,563

特別損失合計 33,000 36,563

税金等調整前四半期純利益 222,064 281,190

法人税、住民税及び事業税 47,170 51,494

法人税等合計 47,170 51,494

四半期純利益 174,893 229,696

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △11,322 △12,051

親会社株主に帰属する四半期純利益 186,216 241,747

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

四半期純利益 174,893 229,696

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △10,664 △128

その他の包括利益合計 △10,664 △128

四半期包括利益 164,229 229,567

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 175,551 241,619

非支配株主に係る四半期包括利益 △11,322 △12,051

（四半期連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 222,064 281,190

減価償却費 43,046 62,382

受取利息及び受取配当金 － △673

支払利息及び社債利息 522 7,690

持分法による投資損益（△は益） △5,911 △3,494

為替差損益（△は益） △13,000 1,201

固定資産売却益 △150 －

新株予約権戻入益 △14 －

通信設備除却費用負担金 33,000 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 36,563

売上債権の増減額（△は増加） 107,824 1,506

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,196 10,010

仕入債務の増減額（△は減少） △9,777 △2,955

未収入金の増減額（△は増加） △10,967 14,028

前受収益の増減額（△は減少） △5,318 △3,646

長期前受収益の増減額（△は減少） △7,785 △3,771

未払又は未収消費税等の増減額 △49,099 △9,378

その他 14,360 △13,450

小計 317,595 377,204

利息の支払額 △522 △410

法人税等の支払額 △164,119 △46,661

営業活動によるキャッシュ・フロー 152,953 330,132

投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の増減額（△は増加） － △2,645

有形固定資産の取得による支出 △144,417 △147,359

有形固定資産の売却による収入 150 －

無形固定資産の取得による支出 △28,836 △149,280

敷金及び保証金の差入による支出 △40 △23,220

長期前払費用の取得による支出 － △43,259

投資活動によるキャッシュ・フロー △173,142 △365,766

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △3,249 △3,355

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,249 △3,355

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,106 △974

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,332 △39,964

現金及び現金同等物の期首残高 2,518,019 4,300,365

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,496,687 4,260,400

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等の注記）

当社グループは「モバイル通信サービス及びモバイル・ソリューション」の単一セグメントであるため、記載を

省略しています。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。
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① 割当日 2025年７月16日

② 発行した株式の種類及び総数 当社普通株式　560,000株

③ 割当方法 第三者割当ての方法により、取締役に対して割り当てた。

④ 発行価額 １株につき157円（注）

⑤ 発行価額の総額 87,920,000円

⑥ 割当先 取締役　８名　560,000株

⑦ 増加する資本金の額

会社計算規則の規定に従って算出される資本金等増加限度額の２分の１

の金額（計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、その端数を切り上

げた額）とする。

⑧ 増加する資本準備金の額 上記の資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。

① 払込期日 2025年７月16日

② 発行した株式の種類及び総数 当社普通株式　355,000株

③ 割当方法 第三者割当ての方法により、執行役員等に対して割り当てた。

④ 発行価額 １株につき157円

⑤ 発行価額の総額 55,735,000円

⑥ 割当先 執行役員等　６名　355,000株

⑦ 増加する資本金の額 27,867,500円

⑧ 増加する資本準備金の額 27,867,500円

（重要な後発事象）

・譲渡制限付株式報酬としての新株発行

当社は、2025年６月25日開催の取締役会（以下、「本取締役会」という）の決議に基づき、2025年７月16日

に、当社の取締役（以下、「取締役」という）、並びに、当社の執行役員及び従業員（以下、「執行役員等」と

いう）に対し、譲渡制限付株式としての新株を発行（以下、「本新株発行」という）しました。

(1) 取締役に対する発行の概要

（注）取締役報酬として無償交付されますが（会社法第202条の２）、本新株発行に係る当社普通株式の公正

な評価額として、本取締役会決議日の直前営業日（2025年６月24日）の東京証券取引所における当社の

普通株式の終値である１株当たり157円を発行価額としています。

(2) 執行役員等に対する発行の概要

(3) 発行の目的及び理由

当社は、2022年５月10日開催の取締役会において、取締役の報酬と株式価値との連動性をより一層強めるこ

とにより、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、取締役と株主の

皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、当社の取締役を対象とする譲渡制限付株式報酬制度（以

下、「本制度」という）を導入することを決議しました。

また、2022年６月28日開催の第26回定時株主総会（以下、「本株主総会」という）において、本制度に基づ

き、取締役に対して発行または処分される当社の普通株式の総数は、年間56万株以内、年額１億円以内とする

こと（ただし、本株主総会の決議日以降の日を効力発生日とする当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株

式無償割当を含む）または株式併合が行われた場合、当該効力発生日以降、必要に応じて合理的な範囲で調整

することができる）、本制度に基づく取締役に対する当社の普通株式の発行または処分にあたり、取締役は金

銭の払込み等を要しないものとすること、及び、本制度に基づく取締役に対する当社の普通株式の発行または

処分にあたり、当社と取締役との間で、下記の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下、「本割当契約」と

いう）を締結するものとすること等について、承認可決されました。

これを受け、当社は、本取締役会において、本制度の目的、当社の業績その他諸般の事情を勘案し、取締役

に対し、金銭の払込みまたは現物出資財産の給付を要することなく当社の普通株式を発行しこれを保有させる

ことを決議し、これに基づき、2025年７月16日に当該株式を発行するとともに、取締役との間で本割当契約を

締結して取締役に対して当該株式を割り当てました。

また、当社は、本取締役会において、執行役員等に対し、本制度に基づく取締役に対する譲渡制限付株式の

発行と同様の条件で、当社の普通株式を発行しこれを保有させることを決議し、これに基づき、2025年７月16

日に当該株式を発行するとともに、執行役員等との間で本割当契約を締結して執行役員等に対して当該株式を

割り当てました。ただし、当社は、本取締役会において、譲渡制限付株式を取得する際の出資財産とするため

の金銭報酬債権を執行役員等に支給することを決議しており、執行役員等は当該金銭報酬債権の全部を現物出

資財産として払込み、当社の普通株式について発行を受けました。
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＜本割当契約の概要＞

当社は、取締役及び執行役員等（以下、「取締役等」という）と個別に本割当契約を締結しており、その概

要は以下の通りです。

 ① 譲渡制限期間

取締役等は、本割当契約により割当てを受けた日（以下、「本割当日」という）から５年間（以下、「本

譲渡制限期間」という）、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下、「本割当株式」とい

う）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下、「本譲渡制限」という）。

 ② 無償取得事由

取締役等が、本譲渡制限期間中に、当社の取締役等の地位から退任または退職した場合には、当社の取締

役会が正当と認める理由がある場合を除き、当社は、当該取締役等が退任または退職した時点において本譲

渡制限が解除されていない本割当株式の全部を当然に無償で取得する。なお、その他の無償取得事由は、当

社の取締役会決議に基づき、本割当契約に定めるところによる。

 ③ 譲渡制限の解除

上記①の定めにかかわらず、当社は、取締役等が、次の各号に掲げる各期間の末日までの期間中、継続し

て当社の取締役等の地位にあることを条件として、当該各期間が満了した時点において、当該各号に定める

割合で、本割当株式につき、本譲渡制限を解除する（以下、当該各期間毎の解除をそれぞれ「各本譲渡制限

解除」という）。

ア　割当てを受けた日から２年間：本割当株式の数の４分の１

イ　割当てを受けた日から３年間：本割当株式の数の４分の１

ウ　割当てを受けた日から４年間：本割当株式の数の４分の１

エ　割当てを受けた日から５年間：左記期間が満了した時点において本譲渡制限が解除されていない本割

当株式の全部

ただし、取締役等が当該各号に掲げる各期間の末日までに、各本譲渡制限解除を希望しない旨の申出（以

下、「本申出」という）を行った場合、本申出を行った当該各期間が満了した時点における各本譲渡制限解

除を行わないものとする。その場合、本申出を行った当該各期間の次の期間（ただし、次の期間の末日まで

に再度本申出を行った場合には、さらにその次の期間とし、それ以降も同様とする）が満了した時点をもっ

て、本申出により各本譲渡制限解除が行われなかった各期間における当該各号に掲げる各割合を合算した割

合（上記エに掲げる期間が満了した時点まで一度も各本譲渡制限解除が行われなかった場合は本割当株式の

全部）で、本割当株式につき、本譲渡制限を解除する。

また、本譲渡制限期間中に、取締役等が死亡または当社の取締役等としての役務提供を継続することが困

難な重大な傷病により当社の取締役等の地位から退任または退職した場合、本割当日から当該退任または退

職までの期間中、継続して当社の取締役等の地位にあることを条件として、当該退任または退職の直後の時

点をもって、当該時点において本譲渡制限が解除されていない本割当株式の全部につき、本譲渡制限を解除

する。

また、当社は、本譲渡制限期間が満了した時点において上記の定めに基づき本譲渡制限が解除されていな

い本割当株式の全部を当然に無償で取得する。

 ④ 組織再編等における取扱い

上記①の定めにかかわらず、当社は、本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全

子会社となる株式交換契約または株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただ

し、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承

認された場合には、当社の取締役会の決議により、本割当日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏

まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、本譲渡制限を解除

する。

また、上記に規定する場合においては、当社は、上記の定めに基づき本譲渡制限が解除された直後の時点

において、なお本譲渡制限が解除されていない本割当株式の全部を当然に無償で取得する。

 ⑤ その他の事項

本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。

なお、本制度により取締役等に割り当てられた株式は、本譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の

処分をすることができないよう、本譲渡制限期間中は、当社が定める証券会社に取締役等が開設する専用口

座で管理される。
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